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【表紙】   
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第一部 【企業情報】 

  

第１ 【企業の概況】 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

  

２ 【事業の内容】 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。 

  

回次 
第75期 

第１四半期 
連結累計期間 

第76期 
第１四半期 
連結累計期間 

第75期 

会計期間 
自  平成25年４月１日
至  平成25年６月30日

自  平成26年４月１日 
至  平成26年６月30日 

自  平成25年４月１日
至  平成26年３月31日

売上高 (千円) 3,394,476 3,641,992 15,891,957

経常利益 (千円) 577,189 460,243 2,690,331 

四半期(当期)純利益 (千円) 367,829 311,433 1,666,261 

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 416,888 359,378 1,801,356 

純資産額 (千円) 14,974,865 16,191,356 16,107,198 

総資産額 (千円) 18,421,135 19,837,814 20,549,854 

１株当たり四半期(当期) 
純利益 

(円) 20.38 17.26 92.32 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益 

(円) ― ― ― 

自己資本比率 (％) 81.3 81.6 78.4 
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第２ 【事業の状況】 

  

１ 【事業等のリスク】 

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。 

  なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

２ 【経営上の重要な契約等】 

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

（１)経営成績の分析 

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府による経済政策や日銀の金融政策効果に支えられ、

設備投資や雇用環境等が改善し、エネルギーコストの上昇など懸念材料はあるものの、消費税増税に伴う駆け

込み需要の反動減も和らぎつつあり、景気の基調は底堅く推移しました。 

国内新車総販売台数（軽を含む）の４～６月の実績は、登録車の販売減を好調な軽自動車販売が補いました

が、前年同期比では約1.9％の減少となりました。 

このような環境下、当社グループの国内部門では、新車、中古車、サービス向け商材の更なる拡販による既

存得意先のシェア拡大と、異業種を含めての新規開拓に一層注力するとともに、新商品の拡販に努めました。 

また、海外部門では、アジア地域での販売体制強化と現地に密着した営業活動を強化するため、新たにジャ

カルタ、マニラに駐在員事務所を開設いたしました。 

これらによる先行投資により、当社グループの売上高は36億41百万円（前年同期比107.3％）、営業利益は３

億70百万円（同85.7％）、経常利益は４億60百万円（同79.7％）、四半期純利益は３億11百万円（同84.7％）

となりました。 

  

  

（２)財政状態の分析 

当第１四半期連結会計期間末の財政状態を分析しますと、 

① 総資産合計は198億37百万円と前連結会計年度末に比べて７億12百万円減少しております。 

減少の主なものは、現金及び預金が１億45百万円、受取手形及び売掛金が５億45百万円、商品及び製品

が27百万円、流動資産のその他が26百万円及びのれんが54百万円、それぞれ減少いたしました。  

増加の主なものは、投資有価証券が１億６百万円増加いたしました。  

② 負債合計は36億46百万円と前連結会計年度末に比べて７億96百万円減少しております。 

減少の主なものは、支払手形及び買掛金が２億36百万円、未払法人税等が５億76百万円及び賞与引当金

が１億９百万円、それぞれ減少いたしました。  

増加の主なものは、流動負債その他が１億15百万円増加いたしました。  

③ 純資産合計は161億91百万円と前連結会計年度末に比べて84百万円増加しております。 

増加の主なものは、四半期純利益が３億11百万円、株価の回復により有価証券評価差額金が46百万円、

それぞれ増加いたしました。  

減少の主なものは、配当金の支払いにより利益剰余金が２億53百万円減少いたしました。  

なお、自己資本比率は、78.4％から81.6％となりました。  
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（３)事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び

新たに生じた課題はありません。 

  

  

（４)研究開発活動 

特記すべき事項はありません。 
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第３ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。  

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。  

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

  

  

(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 80,000,000 

計 80,000,000 
 

種類 
第１四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成26年６月30日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成26年８月７日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 20,020,000 20,020,000 
東京証券取引所 
（市場第二部） 

単元株式数は1,000株であります。

計 20,020,000 20,020,000 ― ― 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式 
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高 
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金 
残高 
(千円) 

平成26年６月30日 ― 20,020 ― 1,001,000 ― 4,184,339 
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(7) 【議決権の状況】 

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成26年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

  

① 【発行済株式】 

(注)  １ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、㈱証券保管振替機構名義の株式が13,000株(議決権13

個）含まれております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式709株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

  

２ 【役員の状況】 

  

該当事項はありません。 

  

 

      平成26年３月31日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
（自己保有株式） 
普通株式 

1,926,000 
― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

18,023,000 
18,023 ― 

単元未満株式 
普通株式 

71,000 
― ― 

発行済株式総数 20,020,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 18,023 ― 
 

    平成26年３月31日現在 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式) 
中央自動車工業㈱ 

大阪市北区中之島四丁目 
２番30号 

1,926,000 ― 1,926,000 9.62 

計 ― 1,926,000 ― 1,926,000 9.62 
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第４ 【経理の状況】 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。 

  

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成26年４月１日から平成

26年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。 
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１ 【四半期連結財務諸表】 

(1) 【四半期連結貸借対照表】 

  

  

                      (単位：千円) 

                    
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成26年６月30日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 8,216,959 8,071,284 

    受取手形及び売掛金 2,097,914 1,552,563 

    有価証券 1,499,874 1,499,845 

    商品及び製品 661,819 634,534 

    仕掛品 14,277 19,087 

    原材料及び貯蔵品 18,965 17,089 

    その他 362,394 335,871 

    貸倒引当金 △3,242 △3,351 

    流動資産合計 12,868,963 12,126,926 

  固定資産     

    有形固定資産     

      建物及び構築物（純額） 755,540 748,187 

      土地 1,395,513 1,395,513 

      その他（純額） 111,461 105,534 

      有形固定資産合計 2,262,515 2,249,234 

    無形固定資産     

      のれん 950,184 895,365 

      その他 64,348 58,904 

      無形固定資産合計 1,014,532 954,269 

    投資その他の資産     

      投資有価証券 3,502,093 3,608,977 

      その他 901,797 898,460 

      貸倒引当金 △48 △56 

      投資その他の資産合計 4,403,842 4,507,382 

    固定資産合計 7,680,890 7,710,887 

  資産合計 20,549,854 19,837,814 

負債の部     

  流動負債     

    支払手形及び買掛金 1,558,100 1,321,326 

    未払法人税等 691,765 115,080 

    賞与引当金 215,541 105,729 

    その他 559,977 675,917 

    流動負債合計 3,025,384 2,218,052 

  固定負債     

    退職給付に係る負債 982,421 993,719 

    その他 434,851 434,685 

    固定負債合計 1,417,272 1,428,405 

  負債合計 4,442,656 3,646,457 
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                      (単位：千円) 

                    
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成26年６月30日) 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 1,001,000 1,001,000 

    資本剰余金 4,184,339 4,184,339 

    利益剰余金 11,110,409 11,146,994 

    自己株式 △695,894 △696,267 

    株主資本合計 15,599,854 15,636,066 

  その他の包括利益累計額     

    その他有価証券評価差額金 523,697 570,041 

    繰延ヘッジ損益 △109 198 

    退職給付に係る調整累計額 △16,243 △14,950 

    その他の包括利益累計額合計 507,343 555,289 

  少数株主持分 ‐ ‐ 

  純資産合計 16,107,198 16,191,356 

負債純資産合計 20,549,854 19,837,814 
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 

【四半期連結損益計算書】 

【第１四半期連結累計期間】 

                      (単位：千円) 

                    前第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年６月30日) 

売上高 3,394,476 3,641,992 

売上原価 2,049,291 2,294,221 

売上総利益 1,345,185 1,347,770 

販売費及び一般管理費 913,089 977,496 

営業利益 432,095 370,273 

営業外収益     

  受取利息 320 200 

  受取配当金 12,639 14,490 

  受取保証料 21,695 - 

  受取賃貸料 17,007 16,977 

  為替差益 44,307 4,208 

  持分法による投資利益 46,919 56,504 

  その他 15,051 7,711 

  営業外収益合計 157,940 100,092 

営業外費用     

  支払手数料 3,405 3,530 

  賃貸収入原価 6,864 6,327 

  その他 2,576 264 

  営業外費用合計 12,846 10,122 

経常利益 577,189 460,243 

税金等調整前四半期純利益 577,189 460,243 

法人税、住民税及び事業税 201,087 96,612 

法人税等調整額 8,273 52,198 

法人税等合計 209,360 148,810 

少数株主損益調整前四半期純利益 367,829 311,433 

四半期純利益 367,829 311,433 
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【四半期連結包括利益計算書】 

【第１四半期連結累計期間】 

                      (単位：千円) 

                    前第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 367,829 311,433 

その他の包括利益     

  その他有価証券評価差額金 30,719 42,255 

  繰延ヘッジ損益 1,632 308 

  退職給付に係る調整額 - 1,292 

  持分法適用会社に対する持分相当額 16,707 4,089 

  その他の包括利益合計 49,059 47,945 

四半期包括利益 416,888 359,378 

（内訳）     

  親会社株主に係る四半期包括利益 416,888 359,378 

  少数株主に係る四半期包括利益 - - 
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【注記事項】 

(継続企業の前提に関する事項) 

該当事項はありません。  

  

(会計方針の変更) 

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて当第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給

付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更、割引率の決定方法を従業員の平均残存勤務

期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一

の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。 

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第１四

半期連結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加

減しております。 

この結果、当第１四半期連結会計期間の期首の退職給付に係る負債が33,450千円増加し、利益剰余金が21,542

千円減少しております。なお、当第１四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。 

  

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理) 

該当事項はありません。  

  

(四半期連結貸借対照表関係) 

  

  受取手形割引高及び受取手形裏書譲渡高 

  

  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれん償却額は、次の

とおりであります。 

  

  

  
  

  
  

前連結会計年度 
（平成26年３月31日） 

当第１四半期連結会計期間 
(平成26年６月30日） 

  
受取手形割引高 
(輸出手形割引高を含む) 

479,096千円 458,449千円 

  受取手形裏書譲渡高 6,408  12,479  
 

  
  

  
  
     

前第１四半期連結累計期間 
（自  平成25年４月１日 

    至  平成25年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自  平成26年４月１日 

    至  平成26年６月30日） 

  減価償却費 33,842千円 29,306千円 

  のれん償却額 -  54,818  
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(株主資本等関係) 

前第１四半期連結累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年６月30日) 

１．配当金支払額 

  

  

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの 

該当事項はありません。 

  

３．株主資本の著しい変動 

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。  

  

当第１四半期連結累計期間(自  平成26年４月１日  至  平成26年６月30日) 

１．配当金支払額 

  

  

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの 

該当事項はありません。 

  

３．株主資本の著しい変動 

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。  

  

 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成25年６月26日 
定時株主総会 

普通株式 235,225 13.00 平成25年３月31日 平成25年６月27日 利益剰余金 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成26年６月26日 
定時株主総会 

普通株式 253,306 14.00 平成26年３月31日 平成26年６月27日 利益剰余金 
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

  

当社グループの事業セグメントは、自動車関連事業のみの単一セグメントであるため、セグメント情報の記載を省

略しております。 

  

  

  

(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

２ 【その他】 

該当事項はありません。 

項目 
前第１四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日 
至  平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間
(自  平成26年４月１日 
至  平成26年６月30日) 

    １株当たり四半期純利益 20円38銭 17円26銭 

    (算定上の基礎)     

    四半期純利益(千円) 367,829 311,433 

    普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― 

    普通株式に係る四半期純利益(千円) 367,829 311,433 

    普通株式の期中平均株式数(株) 18,049,273 18,048,142 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 
  

平成26年８月６日

中央自動車工業株式会社 

取締役会  御中 

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている中央自動車工業

株式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成26年４月１日か

ら平成26年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年６月30日まで)に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、中央自動車工業株式会社及び連結子会社の平成26年６月30日現在

の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

  

有限責任 あずさ監査法人 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士    川    井    一    男    印 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士    吉    形    圭    右    印 
 

  

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 
 



【表紙】   

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 近畿財務局長 

【提出日】 平成26年８月７日 

【会社名】 中央自動車工業株式会社  

【英訳名】 CENTRAL AUTOMOTIVE PRODUCTS LTD.  

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  坂 田  信 一 郎  

【最高財務責任者の役職氏名】 該当はありません。  

【本店の所在の場所】 大阪市北区中之島四丁目２番30号  

【縦覧に供する場所】 中央自動車工業株式会社  東京支社 

  （東京都板橋区板橋１丁目42番13号  大佳板橋ビル５階） 

  株式会社東京証券取引所 

  （東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

 



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 

当社代表取締役社長坂田信一郎は、当社の第76期第１四半期（自  平成26年４月１日  至  平成26年６月30日）の

四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

２ 【特記事項】 

 特記すべき事項はありません。 




